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1995年３月29日（水）。第69回談話サロン（東京・弘済会館）

講師・題目

小柳勝二郎：「経営環境の変化と求められる人材，
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経営環境の変化と求められる人材

小柳勝二郎

'1940年10月３日生まれ
'1965年３月中央大学商学部卒業
'1965年４月日本経営者団体連盟入職

職務分析センター、労政部、調査部を経で

'1981年９月同調査部賃金課長
'1985年４月同関東経協業務部協力課長兼調査課長
'1987年４月同関東経協業務部次長
'1988年６月同組織局組織協力部次長
11988年11月同証券分室長
'1991年４月同政策調査局賃金部長兼証券分室長'
'1992年４月同政策調査局賃金部長現在に至る｜
｜中央最低賃金審議会委員、中央家内労働審議会委員を
|歴任。
｜著書に｢人事･賃金管理改善の実務｣、「賃金体系の整
職と運用基本マニュアル｣、「昇進昇格マニュアル｣他が｜
|ある。

司会（大橋秀雄政策委員会教育問題小委員会委

員長）それでは、時間になりましたので、第６９

回談話サロンを始めさせていただきます。

私、工学院大学の大橋と申します。政策委員会

のメンバーであると同時に、その中にあります教

育問題小委員会の委員長ということで、司会をさ

せていただくことになりました◎

小柳さんのお話に入る前に、きょうのトピック

スが選ばれた背景のようなことにつきまして、ちょっ

とご説明させていただきたいと思います。

昨年ですけれども、それまでの冨浦政策委員長

が川崎雅弘委員長に交代になりました。その折に、

新しい委員長のもとで、どういうことを政策委員

会の重要なトピックスとして取り上げていくかと

いうことにつきまして、委員会の中でも討論いた

しましたし、アンケートでいろいろな方からご意

見を伺いまして、いくつか出てまいりました。そ

の中の一つに、教育の問題が重要であるというこ

とがございましたけれども、教育の問題というの

は、政策委員会が発足以来ずっと取り上げてきた

問題でございます。

その中で、特に、同じ教育といいましても見地

を変えようということで、どういうことかと申し

ますと、･世の中が急激に変わりつつある、教育と

いうのは社会に役立つ人材を育てるために行うわ

けですけれども、その社会の様子が変わってきて、

求められる人材についての期待感もどんどん変わっ

てきているということです。昔ですと、いわば会

社に入って素材として役に立つ人間、しっかりし

た素材を供給するというような形でずっと教育が

行われてきましたけれども、そういうような状況

が急激に変わりつつある。企業が期待する人材像

がいろいろ変わってきている。それから、世の中

がボーダーレスになってまいりまして、いわば日

本企業向けの人材を育ててきたという、長い日本

の大学の教育の伝統も何かいろいろ問題点を抱え

てくるようになってまいります。そういう環境の

変化にいかに対応して新しい時代の人材を育てて

いくかということが、同じ教育問題でもこれから

の教育問題の中心になるというふうに一応の焦点

を定めたわけでございます。

そこで、きょうは「経営環境の変化と求められ

る人材」ということで、特に小柳さんにお話しい

ただくことになっております。その背景として、

期待される理工学の学生像、卒業生像とは何かと

いう、そういうテーマの中の一つといたしまして、

企業の側から見ると、変化する経営環境の中でど

ういう人材を求めているのかというお話をまず伺っ

て、それに対して一体どういう教育方法をとった

らいいか、さらに詳しく教育の内容をどのように

EAJInformationNo,50／1995年６月Ｚ



していったらいいか、あるいは入試をどのように

したらいいかという具合いに話題を広げていきた

いと思っております。

ちょっとお話の背景を紹介させていただきまし

たけれども、お話に入る前に、きょうの講師、小

柳（おやなぎ）勝二郎さんのご経歴を紹介させて

いただきたいと思います。

小柳さんは、昭和40年に中央大学商学部をご卒

業になって、直ちに日本経営者団体連盟（日経連）

にお入りになりました◎ですから、現在までずっ

と、卒業以来一貫して日経連でいろいろな仕事に

携わってこられました、生粋の日経連マンでいらっ

しゃいます。入職して早々は職務分析センターと

いうところに勤務になられました。５年ほどその

仕事に従事されましたけれども、その途中で、１

年ほどだと思いますけれども、日本電装に出向さ

れた時期がございました。その後、今まで回って

こられたいろいろなお仕事をご紹介いたしますと、

労政部、調査部、それから、調査部賃金課長、さ

らに関東経協（関東経営者協会）の業務部次長、

次に組織局組織協力部次長、それから証券分室長

をされました。平成３年から政策調査局賃金部に

回られまして、政策調査局賃金部長をされておら

れます◎ですから、どちらかといえば労務、賃金、

会社でいえば労務畑ということになるんでしょう

か、そういう方面が、特に今までご経験されてき

た中心であろうかと思います。

また、委員の関係としましては、中央最低賃金

審議会委員、中央家内労働審議会委員を務めてお

られます◎

今までの主な著書としましては、ほとんどが日

経連の広報部から出ておるものが多いようですけ

れども、『支払能力から見た適正賃金決定』『目

で見る労働経済』『賃金用語全集』『中小企業経

営効率化の具体策』『人事･賃金管理改善の実務』

『賃金体系の整備と運用基本マニュアル』『賃金

実務の基礎知識』、最後はＰＨＰ出版から『昇

進・昇格マニュアル』、こういう賃金、人事管理

に関するたくさんの著書をお持ちでございます。

きょうのトピックスは、「経営環境の変化と求

められる人材」ということで、いろいろな環境変

化は企業が一番敏感に受けとめておられると思い

２

ますけれども、それに伴ってどういう人材を求め

ているのか、我々、大学に勤めている者としては

一番知りたいポイントでありますし、また、これ

からの教育を考えていく上の一つの指標となるか

と思いますので、これから約１時間お話をお願い

したいと思います。

それでは、小柳先生、よろしくお願いします。

小柳ただいまご紹介いただきました日経連の

小柳でございます。こういった場でお話を申し上

げるのは、私は適任ではないというふうに思って

おりましたが、ちょうど私どものほうで、現在、

新日本的経営システムプロジェクトという、永野

会長を座長とするプロジェクトをやっておりまし

て、経営環境の変化の中で、これからどういった

雇用なり、人事、賃金のシステムを考えていった

らいいのかというようなことをやっておりまして、

その一環として、これからの能力開発とか、人材

の問題とかいうことも多少はタッチしております。

その所管部が私のところにありまして、この１年

半ぐらいはそれでばたばたしてまいったわけであ

りますけれども、もともとは私のほうは人事とか

賃金とか、今は賃金交渉の真っ最中でありまして、

そういうことでかなりの時間は費やしているわけ

であります。きょうは、こういった大変レベルの

高い皆様方の前にお役に立つような話はとてもで

きそうもないと思いますが、私どもが常日ごろやっ

ているような問題も含めて、レジュメに従いまし

てご説明を申し上げたいと思っております。

まず、経営環境の変化に対して企業がどういう

対応をしているかということでございます。企業

の方々もここにはたくさんいらっしゃいまして、

私が申し上げるよりもよくご存じなわけでありま

すけれども、一応、レジュメのタイトルをそうい

う形で出させていただいたものですから、まずそ

こから入りたいと思っております。

ご承知のように、円高がこれだけ進んできた。

３年ぐらい前までは、私どももこれほどひどくな

るとは－ひどくなるというのか、結果的にはそ

のメリットを生かしていないからひどくなってい

るのか、その辺の受けとめ方は多々あろうかと思

いますけれども、要するに大変厳しい状況が続い

てきたということでございます。そういった環境
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変化の中で、日本的な経営、一般的には終身雇用

と言われているかと思うんですが、私どものほう

は、公式的にはずっと以前から「長期継続雇用」

という言葉を使っており、「終身雇用」という言

葉は一切使っていないわけであります。そういっ

た雇用が果たして今後ともやっていけるのかどう

か、あるいは高度成長を背景にして日本に定着し

てきた年功的な処遇制度、人事とか、賃金とか、

そういったものが今後ともやれるのかどうかとい

うことを検討すべきではないかということで、９３

年12月にプロジェクトを発足させ、その中間報告

を昨年８月に小冊子として出しております。これ

は中間報告でありますので、最終報告は、一応、

ことしの５月頃をめどに出すということになって

おります。最終報告で役に立つような内容が出せ

るのか出せないのか、今、検討している真っ最中

であります。具体論になりますと、各経営者の考

え方がそれぞれ違うとか、業界によってそれぞれ

考え方が違うとか、総論の部分はかなり一致する

部分もありますが、具体策を述べるという話にな

りますと、これもなかなか難しい部分があります。

規制緩和も、何でもそうですけれども、総論の部

分はどこも賛成なんですが、各論になるとなかな

かうまくいかない、と同じようなことが、こういっ

たシステムの問題とか処遇の問題でもある、そこ

で、これから残された時間の中でけりをつけてい

きたいと思っております。

もう一つは、ご承知のように、規制緩和とか市

場開放という問題が非常に具体的な問題として挙

がってきている。この問題は日本の経済の転換を

していく上での一つの大事な部分でありますので、

これはぜひ具体的な形で早くやっていただかない

と、これからの日本の経済の方向転換ができない

のではないかという懸念も経営者の中で強くあり

ます。そうしますと、当然のことながら、これは

進め方いかんによっては雇用の問題が発生するお

それもあるわけでございまして、新しい産業をど

ういう形で日本に育成していくかという問題もあ

わせて検討しなければいけないということになり

ます。私どもは現在、連合と新しい雇用の場をど

うやって創出するかという検討もしております。

現在のところは、ご承知のように、通産省の産構

審が出しているビジョンぐらいしか具体的にはな

いわけであります。シンクタンクがいくつか出し

ておりますけれども、具体的な話になりますと、

これも、どういうスケジュールの中でどれだけの

マーケットとどれだけの雇用が吸収できるかとい

うことについては、まだ確たるものもないようで

ございます。そういう意味で、これから規制緩和

とか市場開放ということをしながら新しい産業を

求めていくというような状況にもなっております

し、さらに高齢化の問題、あるいは従業員の意識

の多様化の問題等々、企業をめぐる問題というの

は大変大きく変わってきているわけであります。

その辺をこれから一体どういう形で考えていくの

か、例えば賃金一つを取り上げても、今までのま

までやっていきますと、どうしたって賃金と物価

の悪循環というか、あるいは規制があり過ぎて、

本来、日本の国内で定着するような競争力のある

産業が外へ出ざるを得なくて、規制とか、保護の

もとにいる産業だけが残ってしまうという、日本

の経済体質が非常に弱まっていくような部分もあ

ります。そういった問題もあわせて考えていかな

いといけないということで、現在は、一応問題に

なりそうな諸変化を踏まえて、これからの処遇の

問題とか、人材の育成の問題とかを検討している

ということでございます。

基本的には、お手元に配付していただきました

資料の中で、現在、日本の抱えているいろいろな

問題がありますけれども、そのことについて企業

がどういう形で受けとめていらっしゃるかという

調査をしております。これは資料１（次頁）に掲

げさせていただいておりますけれども、１－(1)が、

日本的経営システムあるいは日本的経済システム

について、企業はどういう形で考えていらっしゃ

るかという数字であります。これは、プロジェク

トを進めるに当たって企業の意見もいろいろお聞

きしようということで相当膨大な調査をしたわけ

でありますが、その一部でございます。「維持す

べきだ」ということと「変更すべきだ_，というこ

とと両方あるわけですけれども、「維持すべきだ」

というのは、長期的な利益の追求だとか、継続取

引などがずっとありまして、「変更すべきだ」と

いうのは、薄利多売だとか、大殿牛産・大越販売
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１－(3)今後，終身雇用制は維持できますか

資料１「新・日本的経営システム等研究プロジェクト｣に関するアンケート調査報告

（日経連，１９９４．８．５）

単位：社，（）内は％

１－(1)日本的経済（経営）システムについてどうお考えですか

単位：社

程度理由（Ｍ・Ａ）

回答社数維持変更軽耐震堂…蔀箔…蕪掴爵鯛靴痢癒瀧苗鵜雛董雛あmr
l､企業集団３１０１５３１５７ｉ２１ｉ７９ｉ５７ｉ５６ｉ３１ｉ１１ｉ９９ｉ９ｉ２
２,企業系列３０６１２４１８２ｉ２４９７ｉ６１；６４ｉ３４ｉｌ２１１１２ｉ８ｉ３
３‘メイ・ンバンク３２１２６２５９１１２９ｉ２９ｉ９ｉ５１８ｉ３９ｉ２ｉ４
４・株式の持ち合い２９９１４９１５０１２０１８１ｉ４９；３２１２５；１９１６７１３１２３
５.長期利益追求３３０３０２２ ８１４’１８１６４１７１７ｉｌＯｉ５ｉ１

６.長期継続取引３２７２３９８８ｉ６６７ｉ１５１１１１６ｉｌ６ｉ６３Ｉ２ｉｌ
７.低配当率２８６４５２４１１４７１４５４９Ｉ８５ｉ１１１５１Ｉ４０ｉｌ４ｉ６２

８.低利益率２８５１９２６６１１００：１２６４０１２２ｉ５２１８４１１６１７１１３
９.大量生産・大量販売２８２２９２５３：７６ｉｌ３５４２１３３１５２８６ｉ２７１７５１２８
１０.薄利多売２８８３８２５０８０ｉｌ２３４７１３０１３６１５４１２９ｉ３１１１３
１１,横並び意識２８９９２８０１３２ｉｌＯ３４５ｉ５１１５１２９１１８５１２１２０
１２.終身雇用制３１３１１９１９４’２８ｉｌ４６２０ｉ２６ｉ９３２０ｉ２８１２０４２
１３・年功序列３０２９２９３１７７１１９２２４１３１；１７０２７’５４ｉｌｌ６１

Ｍ｜＃，:；＄１３：１，１；，ｉＩＩ
１４・企業内教育３３０２６６６４

１５’企業別労側組合３０９２５１５８

１６退職金制度３２０２１９１０１２３’７５３；７２１１０７１４52
17,賞与３２３２４３８０１１４６４Ｉ２１５１０２８１９９２３

１８.奥識制度３０１１２７１ ７４１３５１３１ｉ８Ｉ１０１５９２４１０
１９.苦悩処理制度２９３２３３６０ｉｌ４Ｉ３６ｉ１０ｉ４１３１６２８１１１
２０.その他１１Ｉ－ｉｌｉ－:－：一一Ｉ１

回答社数 維持

剛
那
池
即
知
卿
知
識
池
畑
剛
畑
弛
知
畑
卸
畑
池
畑
１

３
４
２
９
２
９
５
９
９
８
９
９
９
６
１
９
３
７
３

５
２
６
４
０
３
４
１
２
３
１
６
５
１
４
２
３

１
１
２
１
３
２

１
２
２
２
２
１
２
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１－(2)人間尊重，長期的視野に立った経営についてどうお考えですか

②長期的視野に立った経営（352社）

単位：社，（）内は％

①人間尊重の経営（353社）

全面的に変更する
１(0.3） 全面的に変更する

352（100.0）

経営環
判断す

107（30.4）２７（7.7）２０４（58.0）１４（4.0）

）

500人以上計

2(0.6）｜戸その他2(０．６）

評陣笥

7４（31.6）９（3.8）１３９（59,4）１２（5,1）234（100.0）

5９（34.7）１５（8.8）８８（51.8）８（4.7）

維持維持蔦麓その他
できるできないする

回答社数

全 体

４

118（100.0〕 3３（28,0）１８（15.3）６５（55.1）２（1.7）

170（100.0）

500人未満計

4８（26.4）１２（6.6）１１６（63.7）６（3.3）182（100.0）製造業計

非 製造 業計
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だとか、そういったところが片方にずっとありま

す。現在問題になっております終身雇用といった

ものについては、意見が分かれているということ

がございますが、一部、変更すべきだという意見

が若干多くなっていると言えようかと思います。

それから、教育については企業内教育を今後とも

維持していくべきだという意見が多くございます

し、年功的な処遇についてはもう見直すべきだと

いう、変更が多くなっている。もう一つ大きな問

題であります企業別労働組合との関係については

維持すべきだというのが多くなっている。賞与制

度の問題や苦'情処理も維持すべきだが多くなって

います。こういったもろもろの企業の考え方を含

めて、これからの基本的な経営理念というものを

どういうふうに考えていくかというのがまずベー

スにございまして、そのベースを踏まえて、人の

問題とか制度の問題を考えていくことにいたした

わけであります。

基本的には、ここにありますように、今までも

人間尊重とか人間中心の経営とかということを私

どもはうたってきておりますが、これからも、こ

れだけ環境が変化する中でも、こういった経営理

念を堅持していくべきなのか、あるいは堅持して

いくことができるのかどうかということを検討し

たわけであります。一言で言うと、「人間尊重｣、

「長期的視野に立った経営」というのは、やはり

普遍的な理念でもありますので、環境が変わって

も、この二つの理念をきちっと踏まえた中で企業

経営をしていくべきだというのが結論でございま

した。企業の意見もお聞きすると、こういった考

え方についての支持が相当多いということが、こ

こに一応あらわれていると思っております（資料

１－(2))。

人事の問題につきましては、いろいろな雇用の

問題と不可分の部分がありますので、一体、雇用

がこれからどういうことになるのかということを

ちょっと見ていただきたいと思いまして、資料２

～４にお出ししております。雇用の環境というの

は今でも大変厳しい環境にありまして、特に中高

年のホワイトカラー層に余剰感があるというのは、

私どもが会合を持っても、経営者から出てくる言

葉であります。現下の雇用状況は確かに少しずつ

よくなっているわけですが、今後ともずっと安定

的によくなるかどうかは予断を許さない。景気も

一進一退で、景気が回復したというエコノミスト

あるいは行政サイドの見解から１年半もたってい

るわけですが、企業の実感としてはどうも回復感

は肌に感じないというようなことですし、日本の

経済もここ３年ぐらいはほとんどパイは増えてい

ないという状況でして、政府の見通しが狂いっ放

しという問題もあるわけです。いずれにしろ、経

済が大きく変わりつつあるのではないかという受

けとめ方を経営者の方々がしていらっしゃいまし

て、今後も一体どういうことになるのかと。これ

は先行きは何とも予想のしようもないのですが、

大方の見方としては、多分、２，３％ぐらいの成

長になるのではないか、その程度しか期待できな

いのではないのかという感じが比較的強いと思っ

ております。政府は95年が2.8％と言っております

が、民間のシンクタンクは１．８％から１．９％ぐら

いの成長の見通しではないかと記憶しております◎

ですから、政府の見通しが当たれば一番よろしい

のですが、当たらないという話になりますと４年

間全くハズしるということになり、非常に問題で

はないかと思っております。では、今肩世紀ぐらい

はどういう形で経済が動くのかということですが、

よくいって３％ぐらいに乗る年もあるかもしれま

せんけれども、その間はかなり振れのある経済に

なるのではないか、平均的には２，３％としても、

ある年は１％台とかになるのではないかという意

見もかなりございまして、先行きの見通しはなか

なか難しい面があります。

そういった経済の環境、経済の状況が変わった

中で、一体、雇用はどうなるのかということでご

ざいます。これだけいろいろ労働の供給あるいは

需要側から変化があるわけですが（資料２次頁)、

それらの問題も含めて考えますと、これからの雇

用というのは、一つは、長期蓄積能力活用型グルー

プ、これは今までの長期継続雇用労働者というこ

とになろうかと思います。もう一つのグループが、

今、一部の企業で既に出ておりますけれども、高

度専門能力活用型グループ。これは有期の契約と

いうことになりまして、その仕事、プロジェクト

ならプロジェクトをやったらそこの会社をやめて、

EAJInformationNo,50／1995年６月５
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資料２今後の労働力をめぐる環境変化と問題事項

６

ご関心があるようでして、マスコミからも相当質

問がありましたし、労働側からも質問がありまし

た。これはいろいろな意味で影響を与えるという

ことなんですが、日経連としては、そういう比率

の問題までとやかく言う立場ではございませんし、

企業の実態が違いますので、それは個々の企業、

産業がお考えになるということであります。

ただ、全体的に言えることは、大半が長期継続

雇用であった今までとは違った形になるのではな

いか、長期継続的なところはもう少しスリム化す

るのではないかということが一つ言えようかと思

います。

もう一つは、長期蓄職能力の中で、ある一定の

またどこかのプロジェクトをやるというような、

プロフェッショナルといいますか、そういった人

たちであります。あるいは、同じ会社で契約を更

新していくということももちろんありますけれど

も、そのようなグループも出てくるのではないか。

－部その傾向がすでにあります。三つ目は、雇用

柔軟型グループということになっておりまして、

派遣労働者とか、パートとか、そういった労働者

も増えてくるだろうということで、雇用のグルー

プがいろいろ出てくる。どこに身を置くかという

のは、それぞれの企業と個人の合意するところに

雇用は成り立ちますので、そのときどきによって、

あるときは長期蓄積能力に身を置いたけれども、

能力開発をしていって、自分に自信があれば、高

度専門能力でプロとしてあちこち仕事をして歩く

というような形でいく人も出るかもしれない。あ

るいは、雇用柔軟型で、ある一定の時期、自分の

好きなことをやりながら仕事をするという人が出

るかもしれないし、女'性で、子供を産むときに雇

用柔軟型になって、また長期蓄積能力という形で

戻る場合もあるかもしれない。いろいろな人たち

がいらっしゃると思うんですが、いずれにしろ、

そういった動きがこれから雇用としては考えられ

るのではないかということでございます（資料３)。

私どもがこれを打ち出したことについては、大

方、企業の方も学者の方々も、ある意味ではそう

いったことになるのではないかという理解を示し

ていただきましたけれども、この比率をどの程度

考えるのかということにかなりいろいろな方々が

〆､
資料３企業・従業員の雇用・勤続に対する関係

長
期
勤
続
Ｉ
↓

４
１
短
期
勤
続

長期雷澗能力活用型ｸﾙー ブ

雇用柔軟型グループ従
業
員
側
の
考
え
方

グー､、

移動一参

吟－－０■■画一｡－■画

高度専門能力活用型ｸﾙー ﾜ‘
■~⑤‐ー＝ー‐‐ー~ｰｰｰ､

注 ：１

２

卦一定着

企業側の考え方

雇用形態の典型的な分類

各グループ間の移動は可

供給 側

新規学卒者の減少

高学歴者の増大

高年齢者の増大

女子労働者の増大

転職希望者の増大

パートタイム労働者の増大

派遣社員の増大

ホワイトカラー職種希望者の増大

外国人労働者の増大

職業選択・職業意識の多様化

需 要側

従業員構成の高齢化・高学歴化の加速化

事業拡大・組織拡大の制約

新規事業要員の内部調達の制約

ブルーカラー職種要員確保の困難性

ホワイトカラーの増大と生産性向上との飛離

時短推進による要員増

円高による限界事業の整理と海外事業所移転

企業内余剰人員の顕在化

リストラクチャリングと総合的雇用調整の必要性

各種雇用形態従業員の混在職場化

高度情

労働法

報企業への転換と要員のアンバランス

制の強化による柔軟性の欠如
画ｇＬ圭呈“凸■Ｕ苫呈■当主▲凸晶凸馬や品砦壁画＝品一座



資料４グループ別にみた処遇の主な内容

階層以上は、管理職とか、専門職とか、専任職と

か、そういった処遇の形態があるわけですが、ご

承知のように、今、組織は相当フラット化して、

機動性が求められる．世の中になってきております

から、管理職に処遇するということは、今の経済

状況あるいは将来的な経済環境を考えても、企業

が求められる組織形態を考えても、今までと同じ

ような発想で役職を中心にした処遇体系を組み立

てるということは現実的にもなかなか難しい状況

になってきています。

片方で、経営が高度化するとか複雑化するとか

いうことで、専門的な能力が求められてくるとい

う背景もありますし、従業員の意識も多様化して

きているということもありますので、専門職をど

ういう形の中で強化していくかというのがこれか

らの一番大きな問題になるのではないかと思って

おります。そういった意味では、当然、専門職の

ウエートは増すということになっていくだろうと

思っております。これは既に言われていることで

すので、もちろん目新しい話ではないのです。た

だ、今の企業の専門職というのは企業の枠の中で

通用する程度の専門職ですけれども、そこの部分

をどれだけレベルアップすることができるか、こ

れは企業も相当力を入れてやっていくという話に

なろうかと思います◎できることならば、その中

のどの程度になるかわかりませんが、企業だけで

はなくて、企業内外にも通用するだけのレベルアッ

プを図っていかないと、この部分はなかなか生き

てこないという感じもしておりまして、そこの部

分のレベルアップをこれからは企業としても相当

強くやっていかざるを得ないのではないかと思っ

ております。せっかく専門職に任命された人たち

も、そういった処遇がなければ、あるいはそういっ

た能力開発のチャンスがなければ、専門職につい

ての魅力がないということにもなりますので、こ

この部分がこれからの大きな問題になるのではな

いかと思っております。

それから、こういったグループについての処遇

の問題でございますけれども、資料４にあります

ように、賃金とか、昇進･昇格とかという問題も、

当然、働く人にとっては関心事でありますので、

このようなことについてどういうふうに考えてい

るのかということでございます。長期蓄積能力活

用型グループについては、ある一定の能力レベル

までは昇給というものを一応考えていく、それ以

降は年功的な昇給はやめにしていきたいというふ

うに思っております。ですから、職能昇給が中心

になる。あるいは、管理職ぐらいになりましたら、

積み上げ方式の職能給ではなくて、専門用語で言

うと洗い替え方式とかと言うわけですが、要する

に、賃金がその年その年の能力の発揮度合いでもっ

て多少上下するという感じの賃金を導入してはど

うか、あるいは賞与と併せて年俸制を導入しては

どうかということを考えております。その背景と

しては、裁量労働制の適用の拡大を図る。現在、

５業務しか裁量労働制が適用されていないわけで

、
三Ｆ

Ｌ

『可
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活用型グループ
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期間の定のな

い雇用契約

有期雇用契約

有期雇用契約

対象

管理職・総合
、

職・技能部門

の基幹職

専門部門（企

画，営業，研

究開発等）

一般職

技能部門

販売部門

賃金

給
能

月
制
職

給制か年俸

給

昇給制度

年俸制

業績給

昇給なし

時間給制

職務給

昇給なし

賞与

定率十業

績スライ

ド

成果配分

定率

退職金．

年金

ポイント

制

なし

なし

昇進・昇

格

役職昇進

職能資格

昇格

業績評価

上位職務

への転換

福祉施策

生涯総合

施策

生活援護

施策

生活援護

施策



資料６賃金支払方法の一例(長期蓄積能力活用型グループの賃金）

資料５雇用グループと処遇の考え方（例）

すけれども、これをアメリカ的な考え方の中で企

画判断業務ができるように、アメリカは、ご承知

のように、大学を卒業してそういった職務につけ

ば、大体、時間管理の適用から除外されていると

いうことで、エグゼンプトとかいう形の中でやっ

ておりますから、日本も徐々にそういった方向性

を考えていくべきではないかと。これは現在、中

基審（中央労働基準審議会)で論議になっている大

きな問題でございまして、これからこの問題につ

いては相当論議が起こるのではないかと思います。

何せ現在の適用の範囲が狭いものですから、それ

を広げてやっていこうということで、そういった

人たちには年俸制。それから、高度専門能力の人

たちには、当然のことながら年俸制ということで

考えておりまして、雇用柔軟型のグループについ
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ては、仕事とか能力に応じた賃金ということで職

務給、あるいは状態によっては職能給ということ

も考えていきたいと思っております。

資料５は、それを、一応、人事の問題として、

あるいは賃金の問題として、図でかくとこんなイ

メージになりますということを掲げてございまし

て、これから処遇問題というのは環境変化の中で

大きく変わっていくであろうと思っております。

この雇用、人事、賃金と、あるいは能力開発も含

めて、当然、このような変化があれば変わってく

るわけですけれども、雇用というのは、好むと好

まざるとにかかわらず、ある程度流動化してくる

のではないかという考え方がその背景にございま

す。ですから、流動化すべきだとか、すべきじゃ

ないとかという論議よりも、いろいろな社会環境

＝蒲
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の変化の中で、あるいは従業員の意識の多様化と

いうことを背景にして、好むと好まざるとにかか

わらず流動化の動きにあるだろうと。それを方向

づけするというか、動きを見ていると、こういう

パターンの中に一応考えられるのではないかとい

うふうに受けとめていただければよろしいと思っ

ております（資料６)。なぜ流動化していくと考え

たのかということについては、時間の関係もあり

ますから簡単にしておきたいと思いますが、今の

雇用問題というのは四つぐらいの考え方がござい

ます。

結論的なことだけ一言ずつ申し上げると、全部

皆さんご存じのことばかりですが、一つは、今の

雇用も処遇も高度成長を背景にして成り立ってき

たものであり、経済環境が大きく変わっていくと

想定される中で、今までのメリットが逆にデメリッ

トになってくる、保持したいと思ってもなかなか

難しくなるだろうということです。そういう意味

からかなりの変化が出てくるのではないかという

部分が一つの考え方としてあろうかと思います。

要するに、経済が変わった中で、それに適合する

ようなシステムを企業としても考えていかざるを

得ないということかと思います。

二つ目の問題としては、働く人の幸せ論みたい

なものでありまして、今の処遇制度ですと、移る

と必ず割を食ってしまう処遇制度になっているわ

けです。人事も、賃金も、退職金も、あるいは福

利厚生も含めて考えたら、なかなかおいそれと動

けない。でも、どうもこの会社は私は気に食わな

いとか、この職務はあまりやりたくないとか、そ

ういうことを思いながら15年も20年も勤めるのが

幸せなのか、やはりもう少し移れる環境というも

のを整備しておいてもいいのではないかと◎移り

たい人はそれを活用すればいいだけの話でして、

そういうことを考えた中で企業も対応する、ある

いは国がそのような整備をする部分があれば、国

もやるということを考えていくべきではないのか

と思っております。

三つ目が、これからの人材育成と極めて密接に

関連してくる部分ではないかと思っておりますけ

れども、日本は今までアメリカとかヨーロッパに

娼いつき追い越せということで、一括採用、そし

て同じような教育で同質的な人材を育ててきた。

今のように日本が既に追いついて、トップランナー

になった、あるいは併走する時代になったという

ことになりますと、アメリカを見て仕事をすると

いう話ではなくなってきて、自分たちの考え方で、

自分たちが製品をつくったり、商品をつくったり、

サービスを提供したりせざるを得なくなってきて

いますから、独創性とか創造性が極めて求められ

る。すると、同質的な集団の中からはそういった

ことがなかなか生み出せない。したがって、採用

の仕方を変えるとか、中で異質の文化が企業の中

に入るような仕組みを考えてはどうかということ

で、中途採用がもう少しやりやすい環境をつくる

ということもありまして、創造』性とか独創性がもっ

と発揮できるような企業経営を考えていくべきで

はないか。そうすると、もう少し流動性があった

ほうがなじみやすい、という考え方も一つあろう

かと思います。

四つ目は、当然のことながら、今までの長期継

続雇用というものを堅持すべきだという考え方が

あると思います。環境が変わったと言いながら、

今までも第一次オイルショック、第二次オイル

ショック、円高不況、みんな切り抜けてきた、今

回だけどうして切り抜けるという部分よりも流動

化の問題がクローズアップされるのか、やっぱり

頑張って維持していくべきではないか、という意

見があります。これらはひとえに、これからの経

済環境がどういう動き方をするかという考え方の

違いから出てくる部分も相当多くあるのではない

かと思っております。いずれにしろ、もろもろの

ことを考えた中で、やはり雇用というものは少し

ずつ変化して流動化していくのではないかと思っ

ておりまして、こういったことをやったというこ

とであります。

あと、レジュメに従ってお話を申し上げていき

たいと思いますが、そういった動きの中で、人材・

育成をどういう形の中でやっていくかということ

であります。人が企業の中のメインでありますか

ら、いい人を採るかどう力｡とか、いい人を多く抱

えられるかどうかというのが企業の力だというこ

とで、私も海外のネッスル社の本社へ行って、副

社長の方々と夕食をごちそうになりながらいろい
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ろ懇談致しました。そのときに、やはり人の問題

が一番大事だ、いい商品、いい製品、いいサービ

スにするのはすべて人だから、ネッスルは人に対

する投資は、お金を惜しまないし、時間も』惜しま

ないでやるというようなことをおっしゃった。日

本の経営者の方々もいつもおっしゃいますので目

新しいことでもないわけですが、そういったこと

を力説されておりまして、どこへ行っても人の問

題についての考え方というのは同じだなという感

じを持ったわけですが、能力開発をどんどんして

いくということがこれから企業にも求められてい

る。

どういう形で能力開発をするかは企業によって

違うと思いますが、やはり能力開発をしていくに

はそれなりの仕組みをつくらなければそのように

動かないわけですので、大企業は、そういう意味

では制度は相当整備されているのではないかと思っ

ております。当然のことながら、職能資格制度と

か、目標管理とか、人事考課から出てくる問題と

か、制度部分の問題が一つあるわけでありますが、

もう一つは、能力開発体系とか、研修体系とか、

技術者も含めた能力開発体系が整備されておりま

すので、私が申し上げるようなことはあまりない

と思うのです。

ただ、これから私どもがこういうことでありた

いと思っておりますのは、能力開発体系が時代の

変化の中でニーズが相当違ってきているわけであ

りまして、そういったものをカリキュラムの中に

入れていくという努力を、研修部門も相当してい

るのですが、世の中のスピードが速いものですか

らなかなか追いついていかないということであろ

うかと思います。能力開発の中身の問題を、会社

の経営戦略とかそういったものとの関係の中で常

に見直していく努力が当然求められます。

もう一つは、従業員サイドに対する問題として

は、今までは会社が、何年になったらこういう教

育、何年になったらこういう教育ということで、

階層別教育とか、職能別教育とか、いろいろやる

わけです。もちろんＯＪＴがその一番ベースになっ

ていますから、特に今、技術関係の教育というの

は、ご承知のように、皆さんおやりになっていらっ

しゃる、ＯＪＴをベースにしながら、先誰が教えた

7０

り、管理職が教えたりしながら積み上げていくと

いう部分があると思いますが、できればそういっ

たどちらかというと受け身の能力開発はこれから

はやめにしていきたい。会社は意欲のある人につ

いてはメニューは用意する、そのかわり、受ける

か受けないかとｶｺ、どれだけ能力開発の意欲があ

るかということは自分で考えて、自分で選んで、

要するに積極的にチャレンジするような能力開発

システムにしたいと思っておりますので、そうい

うキャンペーンをこれからいろいろな場でしてい

く。今までは会社がみんなセットした中で、まあ、

受けたくなくても仕方がない、会社が言ったんだ

からやろうか、という感じでありましたが、そう

いう人はこれからの環境の変化の中では少し考え

方を改めていただくか、あるいは会社の精神にど

ちらかというとなじまないか、そういうことであ

りますから、そのような人たちの考え方というの

は、企業から見ればよろしくないということにな

るのかなと思っております。要するに、自分で自

発的にチャレンジしていく、そのかわり要望があ

れば企業にも要望を出すということの中で、厳し

い状況ではありますが、企業もできるだけチャレ

ンジ精神を生かすような人材育成の仕組みをつくっ

ていくというのが、これからの大きな、気持ちの

切りかえの問題も含めて考えていかなければなら

ない点かと思っております。

技術者の教育については、私は申し上げるだけ

の資格ももちろんございませんが、通常で言えば、

入ってから間もなくはある程度は見習いみたいな

ものですから、どちらかというとプロジェクトチー

ムみたいな形で、そういう枠の中に入ってやるケー

スがあると思いますが、技術者あるいは研究者の

評価とか、賃金を決めるというのは、非常に難し

いのです。職務分析も難しいし、私も相当前に職

務調査とか、職務分析とか、能力評価とかやった

こともあるんですが、それを賃金にどう反映させ

るかということは、営業マンもなかなか難しいん

ですけれども、研究職もそういう意味ではもっと

難しい部分がございます。処遇についてはいろい

ろな問題がありますが、いずれにしろ、最初の部

分は、プロジェクトのスタッフ的な形のに'－１で先誰

が教えたりしながらやっていくという教育が多く

夢画、
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2010（年）

55歳以上

30～54歳

'5～29歳

資料：労働省雇用政策研究会

注：Ｉ）’990年までは実縦，

２）（）内は構成比

｢労働力需給の長期展望」（'992年３月）

2000.2010年は推計

て、さらには、ご承知のように、そのリーダーに

なるとか、管理職になるとか、こういう形でいく

んですが、技術者の寿命というのがよく論議され

ました。私は専門家ではありませんからわかりま

せんが、コンピューターとか何かの話を聞きます

と、いろいろな説がありますが、技術者もある一

定の年代まで来ると、時代の変化の中で追いつい

ていけないという話も聞いたこともありますし、

そうなりますと、どちらかというとマネージメン

トのところにウエートがかかる。今日までそれが

成り立ってきたわけですね。これはなぜかと言え

ば、経済が成長して、企業も大きくなってきたか

らだろうと思うんです（資料７)。

ところが、これだけ経済が変わってまいります

と、果たしてそういった仕組みがとれるのかとい

う部分が、技術者の問題も含めて、これからの人

事処遇上の最大の問題だろうと思います。そういっ

た人たちをマネージャーとしてつける人が限られ

てくるという話になりますと、要するに定年60ま

でありますので、スタッフとして、専門職として、

どこまでそれが活用できるのかという部分は、残

された大きな問題として技術者の人たちにもある

のではと思っております。管理職、事務関係の部

分と同じように、一般的には45歳とか40歳とかと

言われているようですが、これはもちろん人によっ

て違うわけです。技術者のそれ以降の処遇をどう

するのかということについては、企業も能力開発

の問題も含めて相当やっていかないと、なかなか

有効活用ができなくなるのではないかと思ってお

りまして、日経連としても、ここの部分をこれか

らどういう形の中で考えていったらいいかが、検

討していく大きな部分だろうと思っています。日

経連が言っているのは、総論的なところで、専門

職は積極的に能力アップして活用すべきだ、ある

いは能力の段階というのにグレードをつけてチャ

レンジするような仕組みを考えるべきだとか、い

ろいろなことを言っているわけですが、これはあ

くまでも能書きの部分でありまして、じゃ、実際

に企業が具体的にどうやるのかとなると、これも

なかなか難しい部分がたくさんあるのではないか、

これからの大きな問題であろうかど思っておりま

す。

ただ、今の段階は何とかやってこられた。今度

はその管理者がこれからの人たちを活用して生か
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していくという話でありますので、そうなります

と、管理職あるいはトップのほうのセンスという

のがまた問われるのではと思っております。多分、

部下は上司の影響をものすごく受けながら育つと

思うんです。技術関係などは1侍にそういう部分が

あるだろうと思います。したがって、そういった

意味で、管理者が優秀でないといけないわけです

から、人選の問題もこれから大変重要になってき

ますし、今度はなった人が部下をどういう形で育

てるのか。今まで自分たちが育ったのと同じよう

な発想と同じような教育をしたのでは、多分、同

じような人間しか出てこないということですから、

それは今の環境の中ではちょっと方向転換してい

ただいて、外部の研修に出すとか、いろいろな人

たちとの交流をやるとか、要するに研修の場をい

ろいろな形の中で与えていって、かなりフリーな

環境の中で育てていかないと、同じような発想と

同じような思考過程の中では期待した人材が育っ

てこない。

とかく今まで専門職で技術畑で育った方々とい

うのは、専門的な能力があることは最初からわかっ

ているわけですが、それだけで没頭してしまって、

なかなか応用がきかないのではないかという評価

が一面にあります。ですから、今の処遇でも、企

業は専門職を見直していまして、ご承知のように

役員までいくとか、役員待遇として処遇すること

は既にやっていらっしゃる会社も結構あるわけで、

それはできるんですけれども、ある一定のレベル

までいくと、やっぱり視野の問題が問われるとい

うのは、私が経営者の方々から聞いた話でありま

す。要するに、視野をどこまで広げて物を考え、

行動ができるのかというところがこれから一番の

問題ではないかと、経営者の方々、トップの方々

は言われます。

ですから、専門職で上に上がって、あるいは技

術者でずっといって、大変な方々もたくさんいらっ

しゃいまして、高給はお取りになるんですけれど

も、じゃ、そういった方々が全体をまとめた会社

のトップになれるかとなると、なれる人ももちろ

んたくさんいらっしゃいますけれども、能力があっ

て非常に勉強もなさるわりには、技術系の方々が

トップになるというのは、時代の変化もあります

7２

が、思っているほど多くはないかもしれません。

それは、そういった階段を上がるに従って、物の

見方とか視野の範囲とか、求められるものが広く

なるのが大きな要因ではないか。これは私ごとき

が言う話ではありませんで、私が何人かの大企業

の経営者の方々にお聞きした話として申し上げて

いるので、それは誤解のないようにお願いしたい

と思います。そういう意味で、これから60歳まで

活用していこうと思ったら、視野をどう広めなが

ら育てるかということ、あるいはどういう形でチャ

レンジ精神を吹き込んで育てるかというのが、技

術者にも当然求められるだろうと感じておりまし

て、これからの人材の育成は、そういう視点の中

で考えていただくのがよろしいのではないかと思っ

ております。

時間の関係もありますが、三番目の理工系学生

の問題と、それにまつわるいろいろな問題につい

て、ちょっとお話をしたいと思います。理工系学

生をめぐる問題というのは、バブルのときに相当

大きな問題になっておりまして、私どもの経営トッ

プ層の会合の中でも問題になりました。一つは、

理系の学生がメーカーを敬遠して、金融とか、証

券とか、そういったところに随分流れた、それで

果たして日本のこれからの製造業はもつのか、あ

るいは日本全体の経済がサービス化とか何かとい

うことだけで１億2,000万人食べていけるのか、こ

ういったことも含めていろいろな角度から論議が

ありました。

確かにそういったことがございまして、お手元

の資料の中で、資料８にそのような動きが出てい

るわけでありますけれども、もう一つ、ここにい

らっしゃったら大変申しわけないんですが、金融

とか証券とかがメーカーサイドから反発を受けた

理由というのは、規制とか、保護を受けたところ

が高い賃金を払っていって人を採っていく。それ

だけの仕事があるかどうかということも問題になっ

た時期もありましたが、金融とか証券に言わせる

と、そういう仕事が新たに出てきたので採ったと

いう話にもなるわけです。規制、保護を受けてい

て、高い賃金でたくさん採るということ自体が問

題になった。ですから、そういった産業も、同じ

ように自由競争の中でやって、それだけ払えて、

〆、
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資料８大学志願者の理工系離れと理工系学生の製造業離れ

①理工系学部への延べ志願者数の推移②製造業就職者に占める理工系学部卒業者の割合

( 百万人）（％）（％）
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－３０

志願者総数 一’ 、2－

１－卿一
－２ロ

侮り

Ｉ

０ｒ 可

Ｌ

００

'９８５８６８７８８８９９０９１９２９３(年）

資料：文部省「学校基本調査」

注：データは各年３月に大学または大学院を

卒業した者が対象

'9８５８６８７８８８９９０９１９２９３（年）

資料：文部省「学校基本調査」

注：１）データは各年３月に高校等を卒業し

た者とそれ以前の卒業で入学を希望

した者が対象

２）志願者総数は理系志願者数を含む

近はかなり整備されていますが、今の若者から見

るとやはりイメージ的になかなか合わない部分が

ある。あるいは、都心に工場があるということは

ありませんから、大体、地方に行くとか、やむを

得ない事'情ももちろんありまして、職場環境とか、

距離の問題とか、そういった問題があります。

したがって、賃金の処遇もどうするか。初任給

は、技術系と事務系というのは、数字が資料９

（次頁）にあるわけですが、技術系が若干高い程

度で、あまり差はございません。初任給は高過ぎ

ると私は思っておりますが、いずれにしろ、これ

は需給関係の部分もございまして高くなってきた

という背景があるわけですけれども、そういった

意味で、賃金の問題も、企業がどうしても必要で

あれば、賃金についての配慮もしていく、職場環

境の整備もしていくということをしながら、製造

業離れを防いでいくということも一つあるのでは

ないかと思っております。

では、企業は、これからどういうことで理工の

製造業離れを防いでいこうとしているか、一つは、

専門職制度を入れていくとかということです。職

それだけのことがやれるのであればいいけれども、

そうではないのだから、早いところ規制も緩和し

ろとか、そういった問題が片方にはあった。以上

のような問題があったわけですが、現在、理工系

の学生というのは、また少しメーカーサイドに戻

りつつありまして、いずれにしろ、これからも理

工系の学生の動きというのは国の産業のあり方等

も含めていろいろあるということであります。

理工系の学生がなぜ少なくなったかというのは、

そのほかにも理由はあると思います。一つは、理

工系の学生が製造業離れをしたというのは、いろ

いろなアンケートを見てみますと、賃金の格差と

いうのがあるんです。これは多分、金融とかサー

ビス関係とメーカーの差を彼らなりに感じている

んじゃないかと思うんです。銀行は、初任給は安

いですけれども、３年ぐらいたっとば（シと上が

りますから、そこで逆転してしまうという部分が

あります。ただ、長い目で見るとどっちがいいか

というのはわかりませんが、そういった部分が必

ずあるだろう。それから、製造業自体も問題がな

いわけではないんです。製造業のl職場環境が、最
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資料９平成６年学歴別にみた決定初任給一全産業一 (口経連調べ）
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場イメージを変えていきたいという意見が企業サ

イドの意見としては一番多くあります。もう一つ

は、企業のＰＲ活動です。どちらかというと、製造

業はあまりＰＲをしない企業が今まで多かったと思

いますが、最近はかなり積極的にＰＲをされており

ますので、そういったイメージチェンジを図ると

いうこととか、専門職制度を導入していきたいと

いうのが、最近ちょっとウエートが高まってきて

いるのではないかと思っておりまして、そのよう

なことで製造業離れを防いでいくということでご

ざいます。

今、私どもが一つ問題にしているのは、ここに

学校の先生方もいらっしゃいますけれども、学校

教育のあり方を見直していかないといけないとい

うのが経営者のほうから相当出てきておりまして、

小学校、中学校の段階から、高校、大学に至るま

でなんですが、小さいときにはいろいろな関心が

あるのに、なかなか学校教育が子供たちの関心を

引き出していくような中身になっていないし、あ

るいは忙しいことは忙しいんでしょうけれども、

個々の能力を十分見て育てるような状況にない、

そこの辺をどういう形でいくか。これは教育行政

がマニュアル化しているとか、偏差値化している

とか、問題があるわけですが、ここの部分を見直

していく必要があるということであります。

その背景は家庭の問題、当然のことながら、特

に一番問題になるのは母親ではないかと言われて

おります。学校へ入るのも母親の意見が主流で大

きなウエートを占めておりまして、大人になって、

今までは自分で勝手に会社を選んで勝手に就職し

ていたわけですが、最近は親一父親はあまり発

言はしないと思いますが、特に母親がうんと言わ

ないとなかなか就職が決まらないということが盛

んに言われております。日経連でも会社合同説明

会ということで、企業と学生の接点に立って面談

をする機会を用意した、その仕事が私の仕事の一

部にありまして、やったこともありますが、良い

会社も結構あるのですが、テレビに名前が出てこ

ない会社がほとんどで、それがなかなか思うよう

にいかない部分もあります。これは大体、親の問

題もあろうかと思っていますから、そういった家

庭の問題。

それから、政府の対･応の問題等々がございます。

そういう意味で、一つ、学校のあり方。大学もも

ちろんそうでありますが、日経連のトップ層が公

立関係の研究所に視察に行ったら、これが我が国

を代表するような大学の研究室かということで惜

然として帰ってきたと。後で管理職を集めて私ど

もは話を聞かされましたけれども、設備の問題と

か、学校も充実をしていかなければいけない。こ

れは国の援助がなかなか思ったようになっていな

いことと、費用の活用の仕方に問題があるのでは

ないかと思います。ＧＮＰの研究蜜の割合というの

はアメリカよりも商いわけでありますが、政府の

負担比率になりますと先進諸国の中では鮫も低い

という部分がございまして、これも政府の対･応と

拝勇、

区

分

初
任
給
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上
昇
額
円

上
昇
率
い

大学院卒

事務系

217,141

(259社）

2,209

１．０

技術系

216,484

(319社）

２，２７２

１．１

大学卒

事務系

197,141

(515社）

2,113

１．１

技術系

198,382

(411社）

1,931

1.0

高専卒

技術系

174,606

(329社）

１，６０９

0.9

短大卒

事務系

166,650

(501社）

1,825

1．１

技術系

169,871

(261社）

1,804

１．１

商校卒

事務系

155,045

(484社）

1,649

１．１

技術系

156,736

(327社）

1,659

1．１

現業系

156,329

(344社）

1,705

１．１

中学卒

現業系

138,036

（９７社）

1,404

１．０
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いう問題が問われています。ですから、今の技術

関係というのは、かなりの部分は民間が費用的に

支えているのかなという感じもしておりますが、

これからは多分、一般に言われておりますように、

先ほど申しました新しい人材が求められるという、

独創性とか創造性とかということの兼ね合いの中

で、基礎研究という話がウエートを持ってきてい

るのは皆さんが一番よくご存じのとおりでありま

す。そうなってきますと、学校の相対的なウエー

トというのが高まってくる部分というのがあるの

ではないか。やはりそこの部分の充実強化という

問題も、これは国の将来の問題でありますので、

日経連としてもこれからも強く主張していくこと

になるのではないかと思っております。現在、学

校教育の改革の問題も含めて、私どもの教育特別

委員会でもんでいる部分もございまして、その辺

もある程度はっきりしたら、また皆様にもご説明

ができるのではないかと思っております。

最後になりますが、２１世紀に向けた人材の問題。

既に申し上げてきている部分もございまして、重

複すると思いますが、これからは技術競争が相当

厳しくなることは当然予想されている、そういう

意味では、Ｈ本のこれからの教育というか、人材

というものも相当変わってくるということで、今

まで申し上げましたような創造性とかが当然求め

られるわけであります。要するに、これからの人

材というのは、環境が相当変化するということは

いろいろな場の中で考えられるわけですから、理

工系の学生も、思考過程がかなり柔軟性があると

か、視野が広いとかということがベースになるの

ではないかと私どもは思っております。

資料10に､｢２１世紀型の企業」ということでちょっ

とだけ書いてありますが、これはＰＨＰの『コリド

ウ』がいろいろなところでやったものですが、当

たっている部分が多いのではないかと思って挙げ

たわけです。経済同友会も、こういったこれから

の企業のあり方ということを提言しておりまして、

どっちをお出ししようかなと思っていたんですが、

これがコンパクトにできているので、掲げさせて

いただいたわけです。ここでも人材の問題として、

専門的な能力を付与するということですが、その

ベースが、やっぱり柔軟'性があるとか創造性があ

るとかということであります。能力には、ご承知

のように、基礎的な能力とか、環境に対応する能

力とか、仕事に対する能力とか、いろいろありま

すが、一言で言えば、視野が広くて柔軟性のある

口嘩、
Ｌ

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪

項目

市場参入分野

製品

ビジネス戦略

組織

意思決定

企業価値

企業行動基準

企業間構造

トップの役割

本社の規模

Ｉ情報化

２０世紀型企業

既存の市場分野に参入

ハードウェア指向

戦術優位

ピラミッド組織

トップダウンとボトムアップ

大きい事は、いい事だ

(1)売上げ拡大(シェア至上)主義

(2)総合型(フルラインアップ指向）

(3)自前主義

(4)類似性の指向

(5)改善重視

大企業と下請け企業(タテ関係）

組織の協調性を保つ

大きい(本社指向）

メインフレーム主体のデータ処理

２１世紀型企業

新しい市場分野の創造

ソフトウェア指向

戦略優位

フラット(階層のない並列)組織

トップと担当責任者の直結

スモール・イズ・ビューティフル

(1)利益重視主義

(2)専門型(オンリーワン指向）

(3)提携主義・補完主義

(4)独自性の追求

(5)改革重視

企業相互の補完関係(ヨコ関係）

組織の創造性を促す

小さい(分社指向）

パソコン主体の情報共有と活用



変化の中で、違った考え方を持った人たちの集まっ

た組織体、あるいは集まった仕事の組み合わせの

中で創造』性とか独創性を発揮していくということ

になるのではないか。そういう意味では、異彩な

人材を求めるということで、企業の人の採り方も

かなり変わってくるのではないかと思っておりま

す。

最近、雑誌その他に、そういった問題が出てお

りまして、見ますと、同じような大した能力のな

い人を100人採るよりも、これからは１人の「これ

だ！」という人がいれば、大体もうそれで何とか

やれる世界だという極端な話もあるようですが、

少なくとも当たらずといえども遠からずみたいな

部分もありまして、そんな時代が来るのかな、あ

るいはそんな人材が求められるのかなという感じ

がしております。

ちょうど１時間になりまして、話の足りないと

ころもたくさんございますが、これで終わりにさ

せていただきたいと思います。ご清聴いただきま

してありがとうございました。（拍手）

司会それでは、お疲れだと思いますので、休

憩に入りたいと思います。

（体憩）

司会では、時間の関係もありますので、質疑

応答の部に入りたいと思います。

ただいま小柳さんから、日本的経営というもの

が今後どうなっていくかというようなお話の中で、

将来、技術者が企業の中でどのような雇用の形態

にさらされるか、また、技術者にどういう期待さ

れる資質があるかというようなお話を伺って、大

変参考になりました。

ディスカッションを始める前に、私の最近の経

験をちょっとお話させていただきますと、今月の

10日にケンブリッジで、ＩＣＳＵ（インターナショナ

ル・カウンシル・オブ・サイエンティフィック・

ユニオンズ、国際学術団体連合）というものの中

に、コミッテイ・オン・キャパシティ・ビルディ

ング・イン・サイエンス（科学の分野における能

力開発委員会）というものがございまして、私、

たまたまメンバーに指名されたのでそれに出てま

いりました。それが３つのサブグループに分かれ

ていますが、ケンブリッジであったのは３番目の

というのがベースにないとなかなかうまくいかな

いということかと思っております。

ちなみに、ヘッドハンターがどういう人材を求

めているか。これは技術者だけではないんですけ

れども、事務関係も含めてどんな人材にヘッドハ

ンターがねらいを定めているか。私どもがアメリ

カへ行ったときに、アメリカのヘッドハンティン

グ会社が日本から行った外資系の労務担当者のリ

ストまで持っているんですね。「会わせてくれ」

と言ってきまして、「どういう用件だ」と言った

ら、「これこれこういう人が調査団に入っている

はずだから、ぜひ１回面接をさせてくれ」という

ようなことで、あっちは相当のものだと痛切に感

じました。この間もある人からそういう話をお聞

きしましたが、日本では想像もつかないぐらい大

変な世界だなということを感じました。

そういったヘッドハンティングの会社が考えて

いる10カ条というのがありますが、これを最後に

申し上げておきますと、１番目は、専門能力があ

る◎２番目はマネージメント能力がある。３番目

が、語学力がある。４番目が、異文化が理解でき

る。５番目が、遊びが理解できるというか、ユー

モアとかゆとりとかがないとだめだということだ

ろうと思います。６番目が、趣味を持っている。

７番目が、体力がある。８番目が、勉強会に積極

的に参加している。人脈が広くないとだめだとい

うことだと思います。９番目が、地域社会の一員

としての自覚を持っている。１０番目が、自分の人

生のライフプランを持っているということであり

ます。ありふれたようなことばかりですが。した

がって、これからの人たちというのは視野が広く

て柔軟』性があり，構成力がある人ということにな

ります。

それから、もう一つ技術者に求められているの

は、チャレンジ精神、あるいはロマンがないと、

やっぱり技術者というのは務まらないという話も

随分聞かされますので、そういった精神を持って

いるということも大切である。それから、自分の

感‘性、受けたものを仕事としてつなげていく構想

力も求められるのではないかということがござい

ます。私が申し上げるような中身ではないと思う

んですけれども、いずれにしろ、これからは環境

『
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サブグループで、パブリック・アウェアネス。ア

ンド・アンダースタンディング。オブ・サイエン

ス．アンド・テクノロジーという、いわば科学技

術がどのように社会で認知され、理解されている

か、また、それを向上するにはどうしたらいいか

というようなことを主にするサブコミッティであ

るわけです。私が日本の状況を説明する中で、日

本もかつて富国強兵の時代、科学技術に国民一般

の興味が大変深かった、それが日本の戦後の経済

成長につながったわけですけれども、最近、生活

が豊かになり、かえって逆の現象があらわれ始め

てきて、むしろ科学技術に対する社会のアウェア

ネスとアンダースタンデイングが減少の傾向にあ

るという話をしました。

その最後の締めとしまして、実は、昨年10月に

内閣総理大臣の名前で、科学系人材の確保に関す

る指針でしたか、方針でしたか、科学技術会議の

答申に基づいて内閣総理大臣が閣議決定した結果

が発表されたわけでございます。皆様方のほうが

よくご存じだと思います。その内容をアイテムだ

け並べまして、こういうことが昨年１２月、総理

大臣の名前で発表されて、これが今後の一つの中

心的なナショナルポリシーになるという話をしま

したら、大変うらやまれました。日本というのは

すごい国だ、総理大臣の名前でこういうことをちゃ

んと認識して、ナショナルポリシーとして発表す

るというのはうらやましい限りだという話を聞き

まして、実は私、逆に悲しい状態だからこういう

のが出てきたんだというのを説明しようと思った

ら、これは逆効果だったと思ったんです。そうい

う意味で、日本で答申を拝見させていただきます

と、さまざまな方が知恵を絞って、いろいろな問

題点を指摘していただいておりますけれども、あ

れが一つの出発点であろうかと思います。

それに対して、経営という状況を考えるときに、

特に技術者が将来どのような状況に立たされるか

ということがよくわかるようなお話をしていただ

きました。ちょっと考えてみますと、技術者とい

うのは今まで以上に厳しい立場に立たされるわけ

で、逆に言うと、若い人がそういうのに乗ってき

てくれるかどうか、大学などにいる者にとっては

ちょっと心配な点もあるわけでございますけれど

も、学生を育てる上でどういうふうに教育したら

いいかということが、最終的に求められている回

答の一つであるかと思います。周囲の条件だとか、

望ましい像のようなことをいろいろ詳しくお話し

いただきましたけれども、具体的にどういうふう

にしていったらいいかということは、むしろ我々

がこれから研究して結びつけていく必要があろう

かと思います。

このようなことで口火を切らせていただきまし

たけれども、これから質疑応答に入りたいと思い

ます。

きょうは大学の人間よりも企業の方のほうが多

いようでございますから、むしろ企業の状況を補

足してご説明いただいても結構かと思います。ど

なたかございませんでしょうか。

市川人事院におります市川と申します。公務

員の処遇ということを考えさせられる立場におり

ますので、それとの関連で、今回の民間のいろい

ろな日本型経営の変化というようなことに関心を

持っておりますのでお伺いしたいんですが、ある

いは大変失礼なことを申し上げるかもしれません

ので、その辺はあらかじめお許しいただきたいと

思います。大きく分けまして二つございますが、

一つずつお伺いしたいと思います。

どういう形かわかりませんけれども、いわゆる

日本型経営から変化していくという議論は、過去

に、大体、不景気になるたびに起こっております。

年俸制とか、業絞を給与に取り込んでいくとかい

う話はそのたびに起こっているんですが、過去の

場合には、鐙気が回復すると、と言うと大変失礼

ですが、そのお話が次第に消えて、もとの姿に戻っ

ているわけです。今度はほんとうだというお話を

何回かお'伺いしました。

そこで、今度は具体的にお話を聞きますと、一

番キーになっているのは何かというと、年齢分布

なんです。中高年層、ホワイトカラーの余剰感な

んです。別の大昔はやった言葉で言えば、団塊世

代の処遇なんです。これが処遇し切れなくなって

きたということがあって、それを従来の年功序列

型で処遇し切れないとすれば、専門職になるのか、

何になるのかわかりませんが、別の形にしなけれ

ばならない、そういう形にいっているという非常

EAJInformationNo､50／1995年６月Ｚ７



にせつぱ詰まった事情があるわけでございます。

もしそれがほんとうのドライビングフォースだと

いたしますと、最近はこれで新規採用等をかなり

抑えていらっしゃいまして、仮に年齢分布等が望

ましい姿になったといたしますと、またもや昔の

姿に戻るのではないかという心配が、私どものよ

うに、民間を参考にして公務員を考えにゃいけな

い、いつ踏み切るかという立場で考えますと出て

くるのでございますけれども、その辺のところで

ほんとうにお変わりになって、ほんとうに新しい

方に移られるのかどうかという観測をお聞かせい

ただければと思います。

小柳大変耳の痛い話でありますが、確かに、

今までは多かれ少なかれ、これは使用者側も労働

側もそういう部分がありますが、好況になると、

労働側は、雇用がもう少し流動化してもいいんじゃ

ないか、自分たちの好きなところに行けるという

のがいいんじゃないかと言いますし、不況になれ

ば、経営側がどちらかというとウエートがそうい

う形になるという、ご指摘の部分というのは私も

否定はいたしません。ただし、今まで置かれてい

る日本の状況と、これから日本が置かれていくで

あろう状況との考え方は、相当違った形で考えて

おかないといけないという感じがしております。

基本的には、一つは、経済がグローバル化した

中で、企業経営が国際競争･の中で勝ち残っていく

というか、経営と雇用と両面を抱えながら走らな

ければいけないという、この状況は、多分ここま

で来ると、もとと同じような物の考え方では通用

しない部分というのが相当強くあるだろう。この

辺が今、経営者が一番、何とか今までのいいとこ

ろも残しながらやっていこうという、一つの方向

性の｡切りかえの部分だろうと思っています。

もう一つは、従業員の意識が変わってきている

という部分も考えておかなければいけない。今ま

でみたいに、例えば年功的な形の処遇のままで、

従業員がそれはそのとおりだと、あるいはグロー

バル化の中でそういった処遇が通用するかとなり

ますと、これは程度問題でありますけれども、今

までと同じような形ではなかなか通用しなくなる

部分があるのではないかと思います。確かに、団

塊の世代の処遇をどうするかというのは当面する

7８

緊急課題であることも事実ですが、多分、そこを

通り抜けても、やっぱり私が今申し上げたような

一つの方向性をたどっていくのではないかと思っ

ております。

ただ、処遇制度ですから、きょうからあすにか

けて180度変えるということは、現実に生活を抱え

て働いている人がいますから、企業もなさらない

し、そういう目で見るとちょっと違ってくるかも

しれませんが、流れ、方向性はどうなのかと問わ

れれば、やっぱりそういうことになるのではない

かと思っています。

市川二つ目に入る前に、ちょっと関連でお伺

いしたいんでございますけれども、例えば年俸制

とか業績という表向きの名前をつけていながら、

その内容をよくお伺いしますと、必ずしもそうで

ないというのがかなり見受けられます。それは何

かうまいパラメーターを持ってきていまして、そ

のパラメーターを動かしますと年功序列の極限と

してはいくし、他方の極限では完全に業績、年俸

にいくようなパラメーターを導入なさって動かし

てられるという面が見受けられますので、あれは

何のためにおやりになっているのだろうかという

気がいたします。

小柳確かに、今の日本の年俸制というのは、

ここ３年～４年ぐらいに相当入ってきている部分

があるんです。私どもの調査で、何らかの形で企

業に年俸制が入っている－対象は管理職が圧倒

的に多いんですけれども、そのほかに契約社員、

研究職、それから営業職、この辺が一番多いんで

す。これが14％ほどです。あと関心があるところ

を入れるともうちょっとあるわけですが、じゃ、

中身を見てみるとどういうことになるのかという

ことで、まさに中身は千差万別、いろいろであり

まして、これが一般的に我々がイメージしている

年俸制かと言われるものから、これは相当業績反

映部分でもって動いているなという部分と、両方

あるんです。ですから、私も一概には申し上げま

せん。ただ、日本の場合は、賃金。賞与のシステ

ムを生かした中で、より年俸的な色彩を入れてい

こうという動きが一つあると思うんです。その大

きな背景は、これだけ環境が変化してきたり、厳

しくなってきているので、そうした人たちの意識

#F，、
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改革を求めている部分が大きな要因としてあるだ

ろう。

ですから、そのことによって、例えば人件費が

すぐ浮くとか浮かないとかという話をマスコミが

よく私どもにも質問してくるんですが、それは長

い目で見れば当然あり得る話かと思うんですが、

当面、切りかえた途端に、不況になったから、す

ぐ年俸制をやって、人件費がそのためにどっと減っ

ていくという発想で考えると、実態とちょっと違

うのではないかという感じもしております。確か

に、中身はもう少し整備していく。ただし、今ま

での処遇制度というのは、職能給とかいろいろな

形でやってきておりますけれども、運用の仕方は

年功的な運用になっていまして、そこが今、問題

になっております。ですから、制度の考え方とか

組み立て方自体はそう問題になっていないんです

が、実際の運用が問題になっていまして、そこを

もう少しきちっとやっていこうというのが今の動

き、将来もそうだと思うんです。それとの兼ね合

いの中で業績をリンクさせた賀与の部分というの

を、もう少しきちっとした業絞評価の中でウエー

トをかけて、査定をしていく中で年俸的な考え方

を入れ込んで強めていきたい、という感じで受け

とめていただいたほうが、むしろ今の日本の年俸

制の実態に合うのではないでしょうか。ですから、

アメリカ的な本格的な年俸制をイメージしたりす

ると、何かちょっと変だなという部分はあろうか

と思いますが、そのように理解をしております。

市川ありがとうございました。

二つ目、お伺いしたいのは、今の前提、新しい

システムに移っていく上での技術者の処遇の問題

がございますけれども、技術者に限らず、ほかの

職種におきましても、今後、管理職として長期蓄

積型能力というものを生かしていくグループと、

専門的能力で動いていくグループ、これはある種

の必然性として出てくると思います。技術屋さん、

あるいは研究者というものが後者に入りがちであ

ると。そこのところで視野が狭いとか、思考に柔

軟性が欠けるとか、一時、私も教育者であったわ

けですから、これは責任を感じますけれども、そ

れはあるにしましても入りがちであるという実態

がある。そうしますと、今の体制のままでそれが

起こっていくと、でき上がる姿は何かと申します

と、長期蓄積能力型の方が企業の中で主たる意思

決定者になって、非常に悪い言葉を使わせていた

だくならば猿回しになって、技術屋さん、その他

専門職というのは、猿と同じように、うまくトン

ボ返りをしたり逆立ちをしたりする立場になって、

企業というものが動いていく形になるわけでござ

いますね、ちょっと表現が悪くて恐縮でございま

すが。

アメリカの場合にどういう救いがあるかと申し

ますと、若干の経営の才がある優秀な技術屋さん

というのは、スピルオーバーしてベンチャービジ

ネスを興すわけです。ベンチャーが育っていって、

マイクロソフトやアップルじゃないですけれども、

ああいう形でもって次の世代、次のインダストリー

をしよっていった。我が国を見ますと、そういう

ベンチャーに対する資金的支援システムができる

とかできないとか、いろいろありますけれども、

非常に大きなポイントとしまして、既存の資本力

をお持ちの企業が、成功したベンチャーの領域に

２匹目あるいは100匹目のドジョウをねらってどっ

と参入なさるわけです。

アメリカの場合には－アメリカと一言では言

えませんけれども、そこにある種のモラルという

か倫理があるんです。創業者というものを非常に

大切にして、そこにはあえて踏み込んでいかない。

これはほかの方がおっしゃっていたことですが、

アメリカじゃ日本以上のすごい談合がある、その

談合というのは何だというと、そういうことだと

いうんですけれども、我が国の場合に、今後、大

きな資本力なり大きなパワーを持った企業という

ものが、そこのところの一線を踏み越えないで、

ぐっと頑張って、次世代ベンチャーというものを

育てていく度量なり倫理なりというのは生まれて

くるものなんでしょうか。経営環境が厳しくなる

につれて、それは生まれにくくなってくるんじゃ

ないか。そうしますと、結局、我が国の場合は、

一言で言えば、大企業というのは今後とも繁栄し

て、その中において技術者は猿でい通すというこ

とに結果としてなるのではないかという気がする

んですが、いかがでございましょうか。

小柳これはなかなか私の頭では回答はできま
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せんが、今の雇用システムを変えていくというか、

こういう形で変わっていくだろうという考え方の

中で、専門職はそういう位置づけで、猿回しの猿

みたいな部分というイメージではないんです。要

するに、基本的には、それぞれの個性なり、それ

ぞれの人材というものをどういう形であれば一番

生かせるのかというのがもともとのベースにござ

いまして、それでずっと今までの管理職みたいな

形でやれれば、あるいはそういうことを従業員が

希望すれば、企業もそれはできるだけやると思う

んです。

ところが、実際、競争の中で企業は残っていか

なくちゃいけませんから、そういうことでやれな

い、あるいはやること自体が効率性が悪いとかと

いう話になりますと、違った形でそういった人た

ちを活用していくということは当然起こり得るわ

けです。専門職といっても、管理職自体も専門職

になるという話ももちろんございますし、その形

態はそれぞれの企業によっても考え方が違うと思

うんですけれども、今のお話の延長線上で申し上

げますと、管理職が一部で、あとは専門職になる

ということ。専門職が今までみたいな形の専門職

であれば、多分、その専門職も十分意欲を持って

やれない部分もありますから、そこの部分を能力

アップして企業内外にも通用するような形でやる

と、その人たちが外部に出て働くこともできる。

そこで日本もベンチャーが育つような資金援助が

できるような仕組みを考えるべきだというのは、

最近、相当出てきているんです。出てきているん

ですが、ほんとうにそうかとなると、今おっしゃっ

たような面もあると聞いてもおりますし、実際に

もそういう部分があるだろうと思うんです。

ただ、日本もそういう意味では批判されている

というのは、今、過当競争とか、中小企業の分野

に大企業がすぐ入り込んでくるという、そのすみ

分けみたいなものをもう少し考えていくべきじゃ

ないかという話も出てきておりますので、徐々に

そういった声というのは出てくるのかなと。もう

一つは、やっぱりそういうことを育てないと、ほ

んとうの意味で日本の強さみたいな部分というの

は出てこないわけですから、企業経営者も、ある

いは財･界団体も、相当声を大きくして、そういつ

2０

た環境整備をしていくということに向かっていか

ないと、結果的には自分たちの首を締めることに

なりますから、理想どおりにいくかどうかわかり

ませんけれども、方向‘性としては、今ご指摘の部

分のところは大事にしていこうという動きは、少

しずつは出ているのかなと思います。現在は不況

ですので、今のところはそれだけのゆとりはない

のかもしれませんけれども、底流としてはあるの

かなという感じはしておるんです。あまり回答に

なりませんで、申しわけございません。

市川ありがとうございました。

司会大変おもしろいやりとりがありまして、

大いに参考になったことと思います。何か……。

佐藤慶膳義塾大学の名誉教授をやっておりま

して、この間まで金沢工業大学の学長をやってお

りました佐藤でございます。

一つ、簡単なことでお伺いしたいんですが、先

ほどのお話の中で一括採用をやめるというような

お話は出なかったんですが、日経連のお話の中で

時々そういう話が出てくるわけですが、その辺は

どうなんでしょうか。

小柳日経連としては、一括採用だけというの

も問題があるのではないかということで、職種別

採用とか、いろいろな採用の仕方の組み合わせを

考えてもいいのではないか、あるいは中途採用を

もっと積極的にやってもいいのではないかという

ことで、通年採用的な考え方もあるんです。ただ、

実際問題、企業は、一括採用の募集、あるいは採

用後の教育の問題等々、まだ魅力のある部分もあ

りまして、全部が全部一括採用を見直すというこ

とについては、企業サイドの抵抗はもちろんある

ようです。ですから、多分、組み合わさった形の

中で、当然、まだ一括採用が主流になってはいく

だろうと思うんですが、今までみたいにすべてが

一括採用的なものではないと私どもは思っており

ます。

佐藤それでは、まだ一括採用が続くというこ

とは……。

小柳やっぱり多少は。

佐藤お願いしたいことがあるんですけれども、

私はずっと就職関係で、就職のことで日経連か経

団連かの会議にも出ていた人間で、雇用の平滑化

〆国司
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ということを声を大きくしてさんざん言っていた

んですけれども、景気がよくなれば「どば－つと

人を寄越せ」とおっしゃって、紫気が悪くなった

ら「要らんよ」とおっしゃる、あのやり方という

のは一体どういうことなんだろうかと、我々も想

像できない。後で困るに決まっていると私は思っ

ているわけですけれども、その辺は日経連ではど

うお思いになりますか。

小柳確かに、人の使い方というのは、特にバ

ブルのときはその部分が非常に顕著でございまし

て、中小企業から、人が採れない、日経連はもう

ちょっと何とか大企業にきちっとした雇用計画の

中で採用するように言ってくれというので、日経

連も随分、そういうことについては会長声明も出

して、もう少し計画的にきちっと採らないと、せっ

かく採った人材雪をほんとうに活用していないじゃ

ないかという問題がありまして、会社が採れると

きにどっと採って、要らなくなったら採らないと

いうことじゃなくて、ぜひ経営計画の11.1できちっ

とした採用をやってほしいと、今でもずっと申し

上げております。ですから、それが一番そういう

状況に合う採用方針とすれば、必要なときに必要

な人数だけ採っていく、こういう仕組みが日本の

中でも定着すれば、そういった問題はないのかな

と思っていますが、先ほど申し上げましたように、

一括採用との兼ね合いの部分で企業が全部そこま

で踏み雲切っていくことはまだできないようであり

ます。でも、少しずつそんな感じになっていくん

じゃないか。一部の企業では、必要なときに一部

採るというようなことで、一括採用は絞っていく

という動きもありますので、徐々にそのような考

え方は出てくるのではないかと思っております。

佐藤ありがとうございました。

それから、先ほど、プロフェッショナルがだん

だん出てくるだろうというようなことですが、実

は私の弟子でもこれのすごいのがおります。三井

系のある企業にいて、そこで大プロジェクトを１

人で完成して、それで学位を取って、だけど、上

がちっとも理解を示さないので、ぱっとやめて、

三菱系へ行ってまたプロジェクトを一つ仕上げて、

今度、それの子分が私のところで学位を取りまし

て、本人は日本の経営者じゃだめだということで

アメリカの企業に入つちやいました。先ほど内外

に通じるようなプロフェッショナルとおっしゃい

ましたけれども、だんだんそういうのが出てきて

いるわけです。最後に行き着くところはアメリカ

の企業であるという大変‘情けない実態が実際にあ

るのですが、やはりさっき心配されたように、上

がだめですね。私も、その子が企業を移ると言っ

たら、三井系の研究所長が'慌てて「何とかとめて

くれ」と頼みに来ましたけれども、「とめるわけ

にはいかない_，と言った。その次の三菱系は、私

が会社へ行って講演をしながらじんわりと上の方

を眺めましたけれども、「あれじゃだめだから、

行け」と言いましたけれども、ほんとうにそうな

んです。やはりプロフェッショナルの上のほうの

ギャップというのはものすごくでかい。我々みた

いな頭のかたいのが見ても、もうこれはだめだと

思うんですから、若いほうのうんとやわらかい連

中が見たら、とてもじゃない。すぐにわかっちゃ

うんですね、という感じを持っています。先ほど

のお話の感想です。

それから、いろいろと中の人間を変えていかな

きゃいけないので、継続教育ということが重要に

なってくると思うんですけれども、継続教育に対

して、その責任は本人なんでしょうか、企業があ

る程度責任を持つのでしょうか。その辺があまり

はっきりしていない。継続教育を受けたことに対

して企業がどれだけ反応を示すかとか、その辺が

はっきりしませんと、継続教育とかリフレッシュ

教育という話が全く文部省の空念仏に終わると私

は心配しています◎

小柳ありがとうございました。継続教育とい

うか、日経連の今のいろいろな物の考え方は、雇

用の仕組みがどうなろうと、企業がいったん雇用

契約を結んで抱えた人については、雇用柔軟型で

あろうと、高度専門能力の有期の雇用契約になろ

うと、その抱えた期間の中では能力開発は企業も

できるだけ努力しましょうと。その人が動いてほ

かの企業へ行くかもしれませんね。アメリカみた

いに投資したってどこかへ行ってしまえば、投資

効果はないではないかという議論も確かにあるん

ですけれども、どこの企業もある程度努力してく

れれば、どこかで教育した人を自分のところもい
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ただくわけですから、それはお相子で、結果的に

そういう努力を各企業がすることによって、日本

の能力レベルの底辺が上がる、それが結果的には

大変大きな将来的な力にもなるだろうということ

で、能力開発については、企業もできるだけの努

力はしていく、いろいろな分野の雇用を抱えても

やっていくということで考えております。ただ、

その受け方については、先ほど申し上げましたよ

うに、会社が全部が全部おぜん立てして、受けろ、

受けろと言うのではなくて、本人の意欲を受けて

というか、意欲を換起させながら、本人が能力開

発に挑戦して頑張るという雰囲気を社内的にはつ

くっておきたいというのが重要な問題としてござ

います。要するに、企業ができるだけメニューを

そろえてやり、従業員が能力開発にチャレンジし

て頑張るという感じで考えております。

佐藤実は、私は1970年にアメリカを調査しま

したが、一つは、エクステンションの教育がどう

いう形で行われているかというのを見に行ったん

です。例えばスタンフォードなんかは、もうその

ころ140社にテレビでマスターの教育をやっており

ました。企業では、自分のところでマスターが取

れますよ、マスターを取ったら給料がぐんと上が

るんですよということで、それがリクルートの非

常にいい条件になる。それから、大学のほうは授

業料が倍ですからもうかる。ちっとももうからな

いのは担当の教授だけだ、ホームタスクが増えて

大変だと教授が言っていましたけれども、ほんと

うかうそかよくわかりません。そのときに帰って

きて私が慶膳の塾長に報告したのは、エクステン

ションをやっても、日本の社会'情勢では今のとこ

ろ全然だめだと言ったんですが、その社会‘情勢と

いうのは今も全く変わっていないんです。マスター

を大事にするとか、そういうようなことは全くご

ざいませんでしょうから。

要するに、理工系の場合でも、投資効率と給与

とがリンクしていないんです。大体、私学系だっ

たら４割以上高いですから。それで、今度はマス

ターへまた投資をして、本人の投資効率というの

は戻ってこないわけです。私は戦前の大学を出て

いますから、戦前は初任給は理工系が85円で、文

科系が75円だった。それは大変な違いで、１２倍し

２２

てごらんになるとわかりますけれども、年俸1,000

円以上と以下なんです。そういう話は今もう忘れ

られていますけれども、そういうことがやられて

いたわけです。そのころは理工系には結構ちゃん

と来ていたわけです。ですから、その辺が非常に

重要なんです。そのポイントを押さえなきゃ継続

教育のほうもだめだと私は思っています。

小柳日本の場合は、確かに一時、ＭＢＡとか

いう教育で海外とかいろいろ派遣しましたけれど

も、どうもなかなか日本の企業の中でうまく活用

できないというようなことがありまして、そこの

部分が今ちょっと足踏みをしているようでありま

すけれども、これから能力的なものが今までとは

また違って、今までは何か集団で一括してという

感じの管理をしていたんですが、今度はそういう

意味ではもう少し変わってきますので、生かされ

る分野というのは出てくるんじゃないですか。ア

メリカも、今の教育のあり方自体がすべていいと

は言えないという話もいろいろ伝わってきていま

すので、どうなるか私もわかりませんけれども、

確かに技術系の投資効率というのは、処遇の比較

でいえばよくないんでしょうね。ですから、理系

を志望する人たちも少なくなるということにもつ

ながっているのではないかと思います。

ただ、企業がやっぱりそれではもたないという

ので、最近、技術者の特に基礎研究をやった人に

対する報酬の仕方というのは、今までは企業でやっ

たんだから特に面倒を見ないという話もありまし

たが、最近は、レベルはちょっと足りないかもし

れませんけれども、その成果に応じて一時金とし

て報奨するとか、処遇として報いるとか、そうい

う動きは前から見ると少しは出てきているんじゃ

ないでしょうか。そういう意味では、少しずつ変

わっていく中で、能力とか業績ということがいろ

いろな意味でクローズアップされて、一つのメジャー

として納得性が得られるようになってくれば、そ

ういった投資効率も少しずつはよくなるというこ

とにあるいはなるかもしれませんが、日本の土壌

としては、今の仕組みだとなりづらい部分という

のは確かにあるみたいですね。

司会どうもいろいろとありがとうございます。

世の中というのは急には変わらないようですね。

胤厚、
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しかし、ある時間たつと、やっぱり変わったとい

うところが必ずあるかと思いますけれども、そう

いう変化の走りのようなものがもう起こり始めて

いるかもしれません。

あとお一人からご意見あるいはご質問を伺って、

何か自分のところではこうだというようなご紹介

でも結構ですけれども、いかがでしょうか。

佐藤またいいですか。提案というか、おもし

ろい話をちょっと……。

実は、私どもの大学では教育奨励金という給与

がございます。これは、ご子弟が高専、大学、大

学院に行っているときには、その学資に見合う額

を給与としてお渡ししている。そういう給与をつ

くりました。これは若い先生方に来ていただくの

には非常に大きな効果がございまして、ちょうど

家計が赤字になるところですね、ローンを払いな

がら学費を出すという。ですから、私学は高い、

国立は45万円というような形で給与を出しており

ます。だから、当然、税金はかかりますけれども、

私が学長をやって、あまりいいことはたくさんし

なかったようですが、これは唯一の善政だと言っ

た先生がおりますけれども、賃金部長さんでいらっ

しゃいますから、ひとつ、というようなことです。

小柳わかりました。ありがとうございます。

司会それでは、特にございませんでしたら、

そろそろおしまいにしたいと思います。

きょうは大変いろいろなお話を伺いました。殊

に雇用という面からご意見を伺いまして、これか

らの技術者がどういうような状況に置かれるかと

いうことが、周辺の状況としてはよくわかってき

たような気がしております。これを最終的には教

育に結びつけていく必要がございますので、まだ

いろいろなご意見を伺いながらまとめていく必要

があるかと思っております。

これも私がさっきお話ししたICSUの会議でご

紹介したことなんですけれども、去年、文部省の

専門教育課が出した立派な報告書、あれは末松委

員会の結果の報告書だと思うんですけれども、そ

の中にあった資料で、日本の百何十社かのトップ

の企業の会長、社長、重役の出身別構成を示す表

がありまして、企業一般で言いますと、理系オリ

エンテッドの人は、社長だろうが、会長だろうが、

取締役だろうが、あまり変わらなくて、３０％ぐら

いでしたか。それに対して、日本のリーディング

の製造業に限定すると、それが40％ぐらいまで上

がってきたかと思います。そのことをちょっとご

紹介したら、外国の人は、やっぱり日本はすごい

と言って、かえってうらやまれたような状況がご

ざいます。今、日本の製造業の40％の理系オリエ

ンテッドの方の受けられた教育というのを考えて

みますと、むしろ戦後の混乱の時期で、教育を受

けたのか、芋畑に行ったのか、どちらが多いかわ

からないというような話をよく伺いますけれども、

極めて混乱した教育状況のもとで、あるいは短縮

した学年での教育を受けられたというようなこと

であります。さっき言った'幅広い見識だとか、広

い視野だとか、いろいろございますけれども、何

か我々が一生懸命教育をすればするほど学生の視

野を狭めていっているんじゃないかというおそれ

も逆にありまして、またそれこそ昔みたいな混乱

教育にしたほうがかえっていいんじゃないかとい

う、ちょっとひねくれた感想を持つようなところ

もございます。これから今ご説明になったような

社会に立ち向かう技術者を養成するというのは、

ほんとうに難しいことだとつくづく思いましたの

で、きょうのお話を十分参考にしながら教育のほ

うに反映させていきたいと思います。

小柳さん、ありがとうございました。それでは

もう一度、拍手をもってお礼を申し上げたいと思

います。（拍手）
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